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経営協議会 学外委員からの主な意見等 対応状況 
第68回 
（平成26年６月19日） 

【平成２５事業年度に係る業務の実績報告書（案）について】 
・各教員が自身の目標を設定するため、

学生による授業評価のフィードバック

結果をそれぞれがどのように活用する

かが重要である。 

大学教育センターでは、教員が授業評価を受け

ることにより、教員各人が本学の教育の現状を把

握するとともに、カリキュラム編成や少人数クラ

ス・基礎科目の演習付加等について具体的な改善

を図るための検討資料として活用している。ま

た、授業改善に役立てる方策として、実際のアン

ケート集計結果を素材にワークショップ形式に

よる討論会（「学生による授業評価アンケート活

用PD（Professional Development）」平成27年

1月９日）を実施し、12名の教員が参加した。 

第73回 
（平成26年12月18日） 

【i-パワードエネルギー・システム研究センターの設置について】 
・本センターの技術研究によって、環境

へ配慮しながら途上国のインフラをも

整備することができれば、千載一遇の

チャンスとなる。産学連携を進めてい

くためには、企業のニーズも捉えてア

ピールしてはどうか。 

・海外でソリューションの持続的な展開

を行うには、その国への理解がなけれ

ば難しい側面がある。まずは日本で事

例を確立し、それを発展的に進めてい

くことも視野に入れてはどうか。 

・企業等も研究している分野であるから、

「スピード」と「他社技術との差別化」

を意識していくことが重要である。 

・大学ならではの研究開発やシステムづ

くりを構築し差別化していくべきであ

る。 

 

国内の主要蓄電池企業（パナソニック、NEC な

ど）も当センターの活動に強い関心を持っているた

め、これらの企業と産学連携活動を進める予定であ

る。 
海外、特にバングラディシュについては、在日バ

ングラディシュ大使の賛同を得ており、本年２月に

は現地調査も実施した。今後、国内での実証なども

視野にいれて活動を促進する予定である。 
企業が当面のビジネスとして取り組むのが困難

な発展途上国ニーズに産学官連携で取り組み、連携

企業が他企業と差別化できる事業展開を目指せる

ようにソリューションを共同で企画、開発していく

予定である。 
上記の企業との連携活動に学生が参加するシス

テムを確立し、専門性、プロジェクト推進力、リー

ダシップを併せ持ちグローバルに活躍できる人材

の育成に貢献する予定である。 

第75回 
（平成27年２月19日） 

【１００周年記念事業について】 
・「１００周年」という特別性を打ち出す

ような企画を、大学から積極的に発信

していくアクションを期待している。 

・１００周年を契機として地域とさらに

連携していくことは重要であり、その

ための広報は大いに意味がある。電気

通信分野の進化と電通大の発展及びそ

の貢献をリンクできるような広報等、

市民に向けた事前の広報も継続的に取

１００周年記念事業の目的・方針に沿いなが

ら、委員からの意見を踏まえて施策や企画など

を、創立１００周年記念事業委員会で検討してい

る。１００周年事業においては、地元との連携を

重要視しており、市民に向けた広報の方法を含

め、１００周年事業を連携してどう進めるかにつ

いて調布市と連絡会をスタートさせた。例えば、

市報の活用やＨＰのリンク、電通大通りへのフラ

ッグの掲揚などについて打合せを開始した。ま



り組んではどうか。 

・この大事業の機会に、電通大のアピー

ル度を高めていくべきであり、大学を

取り巻く非常に厳しい淘汰の競争の中

で、この事業をどう利用していくかと

いう視点が必要になってくる。 

た、大学内で散発的に行われているシンポジウム

や学術講演会などに「１００周年」の冠を付け、

番号付けをし、統一的に広報する企画を立てた。 

第76回 
（平成27年３月19日） 

【第３期中期目標・中期計画素案について】 
・グローバル化の視点から留学生の存在

は重要であるから、留学生にとっても

魅力あるキャンパスを目指し、「留学生

が光る電通大」を目標としてもいいの

ではないか。 

・電通大が果たす社会貢献について、さ

らに具体的な取り組みを掲げてもらい

たい。 

・情報通信分野における先端を目指して

いく記述があってもよいのではない

か。 

・電通大の特色を端的に示す、インパク

トあるフレーズを検討してもらいた

い。 

４月３日に行った文科省との相談を踏まえな

がら、指摘された事項について検討している。情

報通信分野における連携取組は積極的に進行中

であり、検討の上記載したい。 

【寄附講座の設置について】 
・寄附講座は企業にとって社会貢献の意

味も大きい。今後も電通大に寄附を行

うメリットをアピールできるような成

果を出し、社会に広報していくべきで

ある。 

・企業から基金を集めるにあたり、寄附

講座という形で寄附を募るのもよい。 

本学で初めて受入れることになった住友電工

グループ社会貢献基金寄附講座については、Web

サイトを通じて活動状況を公開していくことを

計画している。その最初として平成27年３月に、

大学 Web サイトにて採択を受けたことを広報し

た。 

100周年キャンパス先端共同研究施設への企業

誘致の方策として、寄附講座を入居形態の選択肢

として提案していくことを検討している。 
 


